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最低賃金が改正されました！

岐阜県最低賃金

時間額 ９１０円

（３０ 円アップ）

発効日 令和４年１０月１日

年齢に関係なく、パートや学生アルバイトなどを含め、
県内で働くすべての労働者に適用されます。

11産業雇用安定助成金の支給や助成対象が拡大しました！

支給対象労働者数上限を一部撤廃しました

★支給期間の延長 出向者一人当たりの支給期間を延長しました

最長1年(365日） 最長2年(730日）

現 行 改正後

★支給対象労働者数の上限撤廃

出向元・出向先ともに
最大500人まで

出向元事業所に限り
上限撤廃

現 行 改正後

産業雇用安定助成金とは
新型コロナウイルス感染症の影響で事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、
在籍出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元・出向先の双方の事業主に対して
助成を行うものです。支給要件や手続き方法はガイドブックをご覧ください。

★サブスクリプション型（定額制訓練）の研修

★ネット環境（eラーニング等）を活用し、職務に必要
な最新の訓練を業務の隙間時間に自席にいながら受
講可能！！
★職務に関連した専門的な知識や技能を習得させる
ためのものが対象（趣味、教養的なものは対象外）。
IT関係のプログラマー養成、ビジネスマネジメント、店
舗開発のエリアマネージャー、人材育成コース、障害者
福祉施設職員向け、美容業界向け等、多彩なコース
が対象に！！

人材開発支援助成金とは
事業主等が労働者に対して、事前に作成した計画に沿って職務に関連した訓練を

実施する場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。
令和４年４月から新たに「人への投資促進コース」が新設され、使いやすくなりました。

人材開発支援助成金「人への投資促進コース」のご案内

定額制訓練 高度デジタル人材訓練/
成長分野等人材財訓練

高度デジタル人材等の育成の
ための訓練の実施

情報技術分野認定実習
併用職業訓練

IT分野未経験者の即戦力化
のための訓練の実施

自発的職業能力
開発訓練

高度デジタル人材等の育成の
ための訓練の実施

5 つ の メ ニ ュ ー

長期教育訓練休暇制度
働きながら訓練を受講するため
の休暇制度等を導入

このページの助成金については、助成金センター（TEL058-263-5650）にお問い合わせください。

➡
産業雇用安定等ガイドブック

支給要件や支給額等
の詳細は、こちらをご覧

ください ➡



小学校休業等対応助成金が延長される予定です

不妊治療と仕事の両立のために

支給要件や支給額等の詳細は、
こちらをご覧ください ➡

不妊治療と仕事との両立に資する職場環境の整備に
取り組み、不妊治療のために利用可能な休暇制度や両
立支援制度を労働者に利用させた中小企業事業主を
支援する助成金です。
労働者が休暇制度・両立支援制度を利用した場合

に活用できます。

環境整備、休暇の取得等
最初の労働者 が５日 （回） 利用

28.5万円

長期休暇の加算
上記を受給し、労働者が不妊治療
休暇を20日以上連続して取得

28.5万円

※生産性要件を満たした場合の加算あり

人材確保等支援助成金
（テレワークコース）のご案内

良質なテレワークを制度として導入し、実施することに
より、労働者の人材確保や雇用管理改善等の観点
から効果を上げる中小企業事業主を支援します！

★テレワーク勤務を、新規に導入する事業主の方及び
試行的に導入している又は試行的に導入していた事
業主の方が対象です。

機器等導入助成 支給対象経費の３０％
（上限あり）

目標達成助成 支給対象経費の２０％
（上限あり）

支給要件や支給額等の詳細は、
こちらをご覧ください ➡

新型コロナウイルス感染症に係る小学校等の臨時休業等により仕事を休まざるをえなくなった保護者の皆様を支援す
るため、小学校休業等対応助成金・支援金制度を設け、令和４年11月30日までの間に取得した休暇について支援
を行っています。

★上限金額の変更等 令和4年12月～令和5年3月に取得した休暇も対象になり、内容は以下のように変更になる予定

★特別相談窓口の延長
助成金に関する相談に対応するための「特別相談窓口」を令和5年2月28日までの期間、労働局内に設置していま
すが、この設置期間も延長予定です。

★小学校等休業対応助成金・支援金コールセンター

電話 0120-876-187（受付時間 9時～21時、土日・祝日含む）

このページの助成金については、雇用環境・均等室（TEL058-245-1550）にお問い合わせください。

支給要件や支給額等の詳細は、
こちらをご覧ください ➡

令和4年10月～11月 令和4年12月～令和5年3月

原則的な措置 8,355円 8,355円

特例（緊急事態宣言の対象区域又はまん延防止等重点
措置を実施すべき区域であった地域に事業所のある事業主）

12,000円


